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1．はじめに

　水質汚濁が未だ深刻である閉鎖性海域においては，再
生の目標とそのための施策が，湾域毎の再生推進会議で
検討され，水質の「きれいな海」だけでなく，豊富な生
物が生息する「豊かな海」の再生が，各湾域共通の目標
として掲げられるようになった1～3）。そうした中，干潟・
浅海域の修復・保全は，赤潮の抑制や貧酸素化の改善，
さらには，豊かな生態系の回復に繋がる施策としても期
待されている4～6）。本稿では，干潟・浅海域が東京湾など

の受水域に与える機能において明らかになってきたこと
について，内湾複合生態系モデルの研究6）に基づき紹介する。

2．干潟・浅海域機能の作業仮説設定

　図1は，筆者らが内湾複合生態系モデルを開発する際，
干潟・浅海域生態系が受水域に与える機能について立て
た作業仮説である7）。この仮説では，干潟・浅海域の創
生は，貧酸素化の改善，赤潮の軽減の過程を介して，「豊
かな海」再生へと繋がる一連の生態系連鎖“環境改善ス
パイラル（正のスパイラル）”につながる，としていた
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図1　受水域への干潟・浅場・藻場機能の作業仮説6，7）

（図 1右）6，7）。一方，干潟・浅海域の消失は，この逆向き
のスパイラル“環境悪化スパイラル（負のスパイラル）”
を駆動している可能性があることを示していた（図1左）。

3．仮説の検証に必要なモデル

　図 1に示した，環境改善・悪化スパイラルは，干潟・
浅海域－湾央域，浮遊系－底生系間の相互作用，あるい
は，干潟・浅海域，湾央域それぞれにおける浮遊系，底
生系内部の生物・化学・物理過程から成り立っている。
また，スパイラルの主な駆動力となっているのが，受水
域での貧酸素化の改善・悪化であり，その主要因である
海底での酸素消費は，堆積物表層数ミリスケールで急激
に変化する生物代謝に起因している8，9）。したがって，図
1に示した作業仮説を検証するためには，次の条件を満



142 水環境学会誌　Journal of Japan Society on Water Environment

たす数理生態系モデルが有効であろう。すなわち，第 1
に，内湾全体を干潟・浅海域生態系－湾央域生態系，お
よび，底生生態系－浮遊生態系が時空間的に連鎖した複
合生態系として扱うこと。第 2に，各生態系内部の生物
代謝を機構的（メカニクス的）に表現すること。第 3に
底生系の鉛直微細構造を表現すること，である。

4．内湾複合生態系モデル

　“内湾複合生態系モデル（英名：ECOHYM，和名：雑
俳）”は，「3．仮説の検証に必要なモデル」で掲げた第 1
～第 3の 3つの条件すべてを満たす最初のモデル10，11）と
して開発され，これまでに東京湾10，11）と三河湾12）に適用
された。本モデルで取り扱う浮遊系，底生系の生態系ダ
イアグラムは，図 2のとおりである。
　本モデルは，図 1に示した作業仮説を検証するツール
として活用されることはもちろん，数理生態系モデルが
元来持っている特徴の 1つである「演繹法と帰納法の融
合による“未知なる機構の解明”ならびに“生態系応答
の予測・評価”」機能を活かすことで，以下の視点からの
干潟・浅海域に関する研究を可能にした。
①全体論的視点と還元論的視点：（1）湾全体を，干潟・
浅海域と湾央域が時空間的に相互に連携した生態系と
して捉える「全体論的視点」，および，（2）干潟・浅海
域内部における生物・化学・物理過程の 1つ 1つを解
明していく「還元論的視点」の両視点から，内湾にお
ける干潟・浅海域の機能を予測・評価可能である。

②マクロな視点とミクロな視点：“干潟・浅海域あるいは
湾央域堆積物表層における生物代謝の鉛直微細構造
（ミクロな視点）”と“受水域全体の動態（マクロな視
点）”が，生物・化学・物理過程によって機構的（メカ
ニクス的）にモデル化されており，干潟・浅海域が受
水域の貧酸素改善・消失に与える影響を，ミクロな視
点とマクロな視点の両視点を紐付けた形で予測・評価
可能である。

　とくに本モデルを東京湾に適用した事例でいえば，還
元論的視点からの研究あるいはミクロな視点からの研究
では，東京湾における干潟・浅海域および湾央域底生系
の酸素生成・消費メカニズムを解析・解明した13，14）。全
体論的視点からの研究あるいはマクロな視点からの研究

では，（1）現在までに埋立られた干潟・浅海域を復元し
た東京湾（干潟復元システム）を再現し，（2）現在の東
京湾（現況システム）と比較することで，干潟・浅海域
が「貧酸素化の改善」および「生態系バランスの変化」
に与える機能を明らかにし，「豊かな海」再生に向けた干
潟・浅海域の役割を解明した10，15）。
　以下では，これらの研究成果のうち，全体論的視点か
らの研究あるいはマクロな視点からの研究から得られた，
“干潟・浅海域が受水域に与える機能”について，いくつ
かの解析事例をご紹介する。

5．干潟・浅海域の機能

5．1 “きれいな海”かつ“豊かな海”を創造する機能
　干潟・浅海域創生および流入負荷削減施策に対する受
水域生態系の応答を把握するため，干潟の埋立がほとん
ど行われていない過去の東京湾（干潟復元システム：図
3）と，現状の東京湾（現況システム）で河川由来の流入
負荷を 1/2 にした場合（流入負荷 1/2 現況システム）の
2つのケースを計算し，現状の東京湾（現況システム）と
比較した。図 4に，年周期定常状態に達した干潟復元シ
ステム，流入負荷 1/2 現況システムそれぞれに対する現
況システムの比較を示す。干潟復元システム，流入負荷
1/2 現況システムとも，現況システムに較べ，貧酸素化
は改善され，また，懸濁態有機物は減少しており，とも
に，水質のきれいな海となっている。しかしながら，底
生動物の現存量に関しては，干潟復元システムでは増加
している一方で，流入負荷 1/2 現況システムでは，貧酸
素化による酸欠死（夏季における急激な減少）は見受け
られなくなるものの，生物量は現況システムより減少す
る結果となった。すなわち，流入負荷 1/2 削減は，富栄
養化状態を改善させるが，生物量の豊富な「豊かな海」
につながることはなく，むしろ貧困な生態系を導いてい
る。一方，干潟・浅海域の復元は，懸濁態有機物や栄養
塩を，底生動物に同化させることで有効に活用し，豊か
な生態系の回復を促している。
　ここで提示されたモデルの結果は，多くの仮定と仮説
を含むものの，栄養塩の活用という視点からすると，干
潟・浅海域の創生および流入負荷削減施策の本質的な方
向性の差を明確にしている。すなわち，豊かな生態系を
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回復させる干潟・浅海域の創生は，栄養塩を高次の多種
多様な生物に同化させ，海域内で有効利用できる栄養塩
量を引き上げる手法であり，流入負荷削減は，貧酸素化
の改善によって酸欠による生物死亡の抑制をすることは
できても，生物量を益々増加させ海域内で過剰な栄養塩
を有効利用できるポテンシャルを積極的に高めるという
手法ではない。
5．2 環境改善スパイラルの促進機能

　低次栄養段階から高次栄養段階への栄養塩の円滑な移
行という視点は重要である。富栄養化が進行し，貧酸素
化が問題となっている海域では，低次生産から高次生産
への栄養経路が貧弱であり，その結果，赤潮などバラン
スの崩れた生態系が形成されやすい。こうした場合，何

かしらの施策によって低次栄養段階から高次栄養段階へ
の円滑な移行を促進させることができれば，健全な生態
系バランスを回復し，生物の豊かな海へと導ける可能性
があり，生態系の評価も，このような視点から行われる
べきである。以上の背景より，各施策に対する低次生産，
高次生産のフラックスを定量的に評価することで，低次
栄養段階から高次栄養段階への円滑な移行，高次生物に
よる過剰栄養塩の効率的利用，そしてそれらにともなう
健全な生態系バランス回復を示すことを試みた6，10）。具体
的には，低次生産は，植物プランクトンの光合成フラッ
クスと動物プランクトンの摂餌フラックスの総和で定義
した。高次生産については，高次生産を示す魚類はモデ
ル化されていないので，プランクトンやデトリタスから

図 3  埋立が行われる以前の東京湾（干潟復元システム）とその計算格子
 現在の東京湾（現況システム）の計算格子に，ハッチ部分の干潟・浅海域を加えている15）。
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図 4  干潟復元システム（埋立が行われる前の東京湾），流入負荷 1/2 現況システ
ム，現況システムにおける（a）東京湾全域での貧酸素水塊（2.0 mgO2 l-1 以
下）の体積．（b）懸濁態有機物（動・植物プランクトン＋デトリタス）の平
均濃度，（c）底生動物（懸濁物食者＋堆積物食者の平均生息密度15））
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比較的大きな生物への栄養段階の移行として，プランク
トン，デトリタスから底生動物という食物連鎖の経路を，
“準高次生産”と名付け，底生動物（懸濁物食者，堆積物
食者）の摂餌フラックスの総和で定義した。
　流入負荷を増減した場合，干潟・浅海域が多く残され
ていた東京湾（干潟復元システム）と，埋立が進行した
現在の東京湾（干潟消失システム）とでは，生態系の応
答にどのような差が出るかを，貧酸素化ポテンシャル，
低次生産，準高次生産の 3つの指標を使って評価した結
果（モデルの結果）を図5に示す6，10）。如何なる流入負荷
の状況においても，干潟復元システムのほうが，貧酸素
化ポテンシャル，低次生産が低く，準高次生産が高く，
また，干潟復元システム，干潟消失システムとも流入負
荷の増加により，貧酸素化ポテンシャル，低次生産は増
加するが，その増加率は干潟消失システムの方が大きい。
準高次生産は，干潟復元システム，干潟消失システムと
も流入負荷が現状の 1.5 倍になるまでは増加するが，流
入負荷が現状の 1.5 倍より大きくなると，干潟消失シス
テムでは底生生物の酸欠死亡により減少に転じる。モデ
ルが示したこれら生態系の応答は，干潟・浅海域を復元
することで，貧酸素化（貧酸素化ポテンシャル）を抑制
しつつ，栄養塩を低次栄養段階（低次生産）から高次栄
養段階（高次生産）まで上手に引き上げ，生物生産の豊
かな海にできる可能性，すなわち，環境改善スパイラル
を作れる可能性を示唆している。

6．環境施策の体系

　さて，筆者らは，「5.　内湾修復の視点と方向性」で紹
介した以外にも，いくつかの解析を実施しているが，こ
れまでのところ，当初，我々が設定した作業仮説を棄却
する結果は出ていない。
　もし，設定した作業仮説が正しいとするならば，閉鎖
性海域における主な環境施策である，①流入負荷（流入
栄養塩）の削減，②覆砂，③浚渫，④干潟・浅場域の修
復・保全の 4つの施策は，「“対処的改善施策”と“抜本
的改善施策”」あるいは「“富栄養化の抑制”と“豊かな
生態系回復”」という視点から，以下のように体系化され
るであろう。
6．1 “対症的改善施策”と“抜本的改善施策”
　上記の仮説（スパイラル）の観点から，流入負荷（流

入栄養塩）削減，覆砂，浚渫，干潟・浅場域（藻場を含
む）創生といった施策を整理すると，流入負荷削減，浚
渫，覆砂といった施策は，干潟・浅場域（藻場を含む）
創生とは，その狙いが本質的に異なる。つまり，流入負
荷削減，浚渫，覆砂は，それぞれ“植物プランクトンの
増大過程”，“プランクトン死骸の海底への沈降・堆積過
程”，“海底酸素消費量の増加過程”といった，環境悪化
スパイラルを形成する過程から，生態系を回避（スピン
アウト）させることにより，閉鎖性海域が負のスパイラ
ルに陥るのを抑制・停止させることを狙った施策である
のに対し，干潟・浅海域創生は，干潟・浅海域を人工的・
土木学的に創生し，そこに生物を自律的に定着・蘇生さ
せ，埋立により失われた干潟・浅海域が持つ生物機能を
回復させることで，環境改善に向かう駆動力を自律的に
促進させ，負のスパイラルと逆向きのスパイラル：環境
改善スパイラルを発生させる，という発想に基づくもの
である（図1右）。環境改善スパイラルを促す干潟・浅海
域の創生は，云わば，環境悪化スパイラルに対する“抜
本的改善対策”，これに対し，環境悪化スパイラルを抑
制・停止させる，①流入負荷の削減，②浚渫，③覆砂は，
環境悪化スパイラルに対する“対症的改善対策”とも見
れる。
6．2 “富栄養化の抑制”と“豊かな生態系回復”
　栄養塩（窒素，リン）の循環という観点から整理すれ
ば，流入負荷削減，浚渫，覆砂といった施策は，有効利
用できない過剰な栄養塩を閉鎖性海域の外部（系外）へ
輸送する手法である。これに対し，干潟・浅海域創生は，
豊かな生態系を回復させることで，栄養塩を高次の多種
多様な生物に同化させ，海域内で有効利用できる栄養塩
量を引き上げる手法である。すなわち，流入負荷の削減，
浚渫，覆砂は，“富栄養化の抑制（栄養塩削減）”を第一
目的とした施策，干潟・浅海域の創生は，“豊かな生態系
の回復（栄養塩の有効活用）”を第一目的とした施策とい
うことができる。

7．おわりに

　最後に，これまでの内湾複合生態系モデルを用いた研
究結果を踏まえながら，内湾再生の方向性について言及
したい。本稿でも一部ご紹介した「豊かな海」，「健全な
生態系バランス」，「環境改善／悪化スパイラル」といっ

図 5  埋立が行われていなかった東京湾（干潟復元システム）と現在の東京湾（干潟消失システム）の流入負荷
に対する応答（左：貧酸素化ポテンシャル，中央：低次生産，右：準高次生産6，10））
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た内湾複合生態系モデルの解析結果は，内湾の“生産性”
の観点がその中心に置かれている。“生産性”の向上は，
水産の見地からは（持続的な漁業生産を行うという意味
でも）これまでも重要な主題であった。一方，閉鎖性海
域は，水産のみならず，環境保全（水質の向上・生態系
の保護），産業発展（海域環境保全と産業発展の両立），
国土利用（干潟造成，下水整備，浚渫・覆砂，埋立地の
効果的利用）といった観点から，その管理・利用方法が
検討されてきた。そのような中，閉鎖性海域の“再生”
という標語が打ち出され，環境保全のみならず，産業発
展，国土利用も，閉鎖性海域の“再生”と関係付けでき
れば，という意識は益々強くなりつつある。ここで“再
生”とは何かを明確にする必要がある。冒頭でも述べた
ように，再生の目標とそのための施策が，湾域毎の再生
推進会議で検討され，水質の「きれいな海」だけでなく，
多様な生物が生息する「豊かな海」を取り戻すことが，
各湾域共通の目標として比重を増している1～3）。すなわ
ち，水環境分野と水産分野が探求してきたものを融合す
る形として，“再生”の方向性が設定されたのである。
　これらの分野を融合する 1つの手法が生態系モデルで
ある。本稿で示した内湾複合生態系モデルの解析は，い
くつかの仮定・仮説が含まれてはいるものの“生産性”
の定量的評価を具現化した一例である。とはいえ，ここ
で示した解析は，“過去の埋め立てられた干潟をすべて復
元する”，あるいは，“流入負荷を 50％削減する”といっ
た，実現が難しい大胆なシナリオについてであり，実際
の行政施策においては，ここまで大胆なシナリオの実行
は現実的ではない。しかしながら，これら大胆な仮説は，
各種施策の特性と今後の再生の方向性を把握・検討する
上では意義がある。また，実現可能な干潟造成面積，流
入負荷削減量がたとえ小さかったとしても，それら施策
を行う周辺海域では，本稿で示した生態系応答が起こる
可能性はある。これについては，より詳細な計算格子を
用いたモデル解析が必要であろう。この解析の結果，上
述の可能性の実現が明らかになれば（内湾再生を考える
際，広い内湾全体を考えることはもちろん大切ではある
が），より現実的な目標設定として，①再生する水域エリ
ア（せまいエリア）を，例えば“環境モデル水域”とし
ていくつか抽出し，水域毎に環境保全，産業発展，国土
利用の相互関係（可能であれば互いにwin-win の関係に
なれるシステム）を明確にすること16～18），②それをもと
にモデル水域の再生目標を定めること，そして③その目
標を達成すべく環境保全をはじめとする行動計画と事業
計画を構築すること，が重要であろう。
　最近では，内湾複合生態系モデルの他にも，浮遊系と
底生系，干潟浅海域と湾央域を連結し，堆積物の鉛直微
細構造を表現したモデルが開発され，日本の閉鎖性海域
に適用されている19）。こうした数理生態系モデルが，上
記①，②，③を決定する際の合意形成のコミュニケーシ
ョンプラットホームとして機能し，沿岸環境と最も調和
した社会システムの創造の貢献に資することを期待して
いる。
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